
■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年６月時点＞
	交付限度額
	1億6131万円　　　 

	うち令和７年度　交付決定額
	1億0955万円（68%）

	うち令和８年度　交付決定額
	4150万円（26%）

	残額
	1026万円（6%）


■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）
	生活者支援

	◆食料品等物価高騰対策支援事業　事業費：9,223万1千円　※食料品特別加算を活用
　令和８年１月１日現在の住民基本台帳に登録がある人を対象として、食料費等の購入のための地域商品券（使用期限：令和8年6月まで）を１人あたり５０００円分発行。
◆学校給食費負担権限事業　事業費：250万円　※食料品特別加算を活用
　学校給食の米飯価格の高騰に対し、価格上昇相当額の補助を行い給食費の上昇を抑える。小中学校児童生徒約1,000人の米飯給食年間111回分相当について、上限を250万円として補助を行う。
◆物価高騰対応水道基本料金免除事業　　事業費：3,000万円
　物価高騰に対応するため、水道料金の基本料金を４か月分免除することにより、住民生活の負担を軽減する。
◆物価高騰対応住宅防犯対策補助金　　事業費：400万円
　物価高騰に対応するとともに防犯意識の高まり踏まえ、防犯カメラ等の防犯機器の購入費の10/10（上限10千円）を補助することにより住民生活を支援する。


	事業者支援

	◆町内企業賃上げ環境整備物価高騰対応支援事業　　事業費：500万円
　物価高騰に対応し、前年同期比3％以上の賃上げを行った町内中小企業に対し、町内雇用者1人あたり10千円（上限100千円）の補助を行う。


※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

令和７年度補正予算　重点支援地方交付金の活用状況について
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